
 

計画を策定し、環境大臣の認可を得ている。 

 中核研究プロジェクトのうち１２つが戦略重点科学技術に、４つが最重要政

策課題に該当している（うち２つは両方に該当）。 

 

４．国際活動の戦略的推進 

（１）国際活動の体系的な取組 

 

総務省 情報通信研究機構 

国際交流プログラム：国際交流と人財育成の促進のため、海外研究者の招へい

及び国際研究集会助成から成る国際交流プログラムを創設した。（平成１８年

度：３６９．６億円の内数、平成１９年度：３６２．７億円の内数、平成２０

年度：３５３．３億円の内数） 

 

外務省 

二国間の科学技術協力協定等に基づく協力を推進するため、平成１８年８月に

ベトナムとの間で、平成１９年７月にスイスとの間で、それぞれ新たな科学技

術協力協定を締結し、科学技術協力合同委員会を開催した。 

 

「科学技術外交」の推進のため、内外の関係者間の連絡体制をつくった。平成２

１年度から、我が国の科学技術を国際的にアピールするための、科学者の海外

派遣のスキームを立上げる。 

 

外務省 国際協力機構 

文部科学省 科学技術振興機構 日本学術振興会 

地球規模課題に対応する科学技術協力：環境・エネルギー、防災、感染症対策

等の分野において、大学・研究機関等と連携し、開発途上国の大学・研究機関

等と共同研究を行う。平成２０年度は、国内研究機関からの応募と開発途上国

からの要請による候補案件につき、有識者による審査委員会（ＪＳＴが主催）、

文部科学省、外務省、ＪＩＣＡによる選考を行い、１２案件を採択した。 

なお、平成２０年度から、ＪＳＰＳは、アジア・アフリカを中心とした途上国

で共同研究等を行うためのデータベースを構築した。 

外務省（平成１８年度：--、平成１９年度：--億円、平成２０年度：１３．８

億円） 

文部科学省（平成１８年度：--、平成１９年度：--億円、平成２０年度：５．

５億円） 

 

116



 

文部科学省 

科学技術振興調整費「アジア・アフリカ科学技術協力の戦略的推進」（戦略的環

境リーダー育成拠点形成）：長期戦略指針「イノベーション２５」に掲げる「世

界に開かれた大学づくり」と「世界の環境リーダーの育成」の一環として、ま

た、「科学技術外交の強化に向けて」に掲げる「世界の環境リーダーの育成」を

推進するため、途上国における環境問題の解決に向けたリーダーシップを発揮

する人材（環境リーダー）を育成する拠点を形成する。平成２０年度は５拠点

を採択。（平成１８年度：--、平成１９年度：--、平成２０年度：３．０億円） 

 

文部科学省 国立科学博物館 

国際深海掘削計画における、全ての標本を保管する微古生物標本国際共同利用

センター（世界５か所）の一つとして、深海底から採集された微化石標本の製

作・保管・提供を行っている。また、地球規模生物多様性情報機構(ＧＢＩＦ)

の日本ノードとして、国内の自然系博物館・大学と協働して自然史標本情報を

提供している。 

 

農林水産省 

「国際研究戦略」の策定：国際研究を取り巻く近年の動向を整理した上で、我が

国の国際研究にとって重要な開発途上地域を中心として、重点的に取り組まれ

るべき研究課題と国際研究推進のために講ずべき方策を取りまとめた。 

 

ＤＲＥＢ遺伝子等を活用した環境ストレスに強い作物の開発：イネ品種等にお

いて耐性遺伝子とストレス誘導性プロモーターの組み合わせの最適化に取り組

むなど、国際農業研究機関と共同で研究を推進した。（平成１８年度：--、平成

１９年度：１．８億円、平成２０年度：１．８億円） 

※ ＤＲＥＢ遺伝子：乾燥、塩害などの不良環境から植物を守るための指令を発

する遺伝子 

 

アフリカ農業研究者能力構築事業：技術や成果の普及を目的として、アフリカ諸

国の若手研究者を招へいし、技術トレーニング等を実施している。平成２０年度

は、２０名のアフリカ人研究員のトレーニングを実施した。（平成１８年度：０．

３億円、平成１９年度：０．２億円、平成２０年度：０．２億円） 

 

国際共同研究人材育成推進事業：国際共同研究を担う人材を育成するために、

我が国の若手研究者を国際農業研究協議グループ傘下の研究機関に派遣する。

平成２０年度は、国際稲研究所等の４機関に８名を派遣している。（平成１８年
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度：０．２億円、平成１９年度：０．２億円、平成２０年度：０．２億円） 

 

若手外国人農林水産研究者表彰：開発途上地域の農林水産業及び関連産業の若

手外国人研究者の研究意欲向上のため、優れた功績をあげつつある研究者に対

し、農林水産省農林水産技術会議会長賞を授与した。 

 

農林水産省、水産総合研究センター 

国際食糧農業機関や東南アジア漁業開発センター等に職員を派遣し、国際連携を強化

した。また、国際捕鯨委員会の国際交渉等に対応し、水産政策の立案及び推進

について助言・提言した。さらに、フランス、ノルウェー等と二国間共同研究

を実施するとともに、国際ワークショップ等を開催した。（平成１８年度：０．２億

円、平成１９年度：０．３億円、平成２０年度：０．３億円） 

 

農林水産省 農業環境技術研究所 

国際機関等への協力として、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）農業委員会、気候

変動に関する政府間パネル、国際連合気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣＣＣ）Ｃ

ＯＰ１４等に毎年１０名程度の研究職員を派遣した。 

 

農林水産省 森林総合研究所 

フィンランドの研究所等と新たに協力協定（ＭＯＵ）を締結するとともに、二

国間科学技術協力を結んで共同研究を実施した。国際林業研究センター(ＣＩＦ

ＯＲ)に職員を派遣し、国際連携を進めた。 

 

農林水産省 国際農林水産業研究センター 

「開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技術上の試験及び研

究等を行うことにより、これらの地域における農林水産業に関する技術の向上

に寄与する」ことを目的として、職員の海外への長期出張(１５５名、延べ 15,868

日)を中心とする研究活動を通し、２３カ国６５研究機関と共同研究を実施した

（平成２０年度末現在）。（平成１８年度：３４．８億円、平成１９年度：３５．

５億円、平成２０年度：３９．１億円） 

「科学技術外交の強化に向けて」で指摘されたアフリカ等の開発途上国における

水や食料問題等に対する取組等に対応するため、研究課題を重点化した。アフ

リカ開発会議(TICAD Ⅳ)、洞爺湖Ｇ８サミットでの議論に積極的に対応し、「ア

フリカ稲作振興のための共同体（ＣＡＲＤ）」の運営母体の一つとなり、また、

国際機関やアフリカ各国の行政機関・研究機関との密接な関係を構築し、アフ

リカ農業の現状、共同研究のニーズ等に関する情報を広範に収集するため、平

118



 

成２１年７月にアフリカ連絡拠点をガーナに設置する。 

 

経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

産業技術研究助成事業：我が国に所在する大学・研究機関等の若手研究者と海

外に所在する研究機関の研究者との研究チームが取り組む優れた研究テーマを

採択するインターナショナル枠を設置し、産業技術力の強化に資する国際的な

共同研究を推進している。 

 

ジャパン・スペインイノベーションプログラム： 平成２０年１２月にスペイン

政府・産業技術開発センター（ＣＤＴＩ）との間で共同研究支援に関する協定

を締結。両国の国際共同研究プロジェクトの提案について、当機構とＣＤＴＩ

で連携し、自国参加者の費用をそれぞれの既存のＲ＆Ｄ支援スキームにおける

独立した審査に基づき支援し、両国間の共同技術開発をする推進プログラムを

開始した。 

 

国土交通省 国土地理院 

地球地図データ整備：全球陸域を対象とする地球環境に係る基礎的地理情報デ

ータセットとして、平成２０年地球地図第１版の整備が完了し、全球データを

公開した。地球地図プロジェクトには１６４カ国・１６地域の国家地図作成機

関が参画し、平成２０年６月には「地球地図フォーラム 2008」を開催した。（平

成１８年度：０．６億円、平成１９年度：０．５億円、平成２０年度：０．５

億円） 

 

国土交通省河川局及び土木研究所 

開発途上国における水資源管理、洪水・渇水被害軽減に資する情報の提供：民

間企業各社との共同研究により人工衛星情報の活用を念頭においた洪水予測シ

ステムを開発し、プログラムをホームページ上で無償公開した。また、平成２

０年１０月に世界気象機関の協力の下、国際洪水ネットワークとの共同により

システムの利用に関するトレーニングワークショップを開催した。（平成１８年

度：--、平成１９年度：１．０億円、平成２０年度：１．５億円） 

 

環境省 

ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）報告書作成支援調査：ＩＰＣＣが

作成する各種報告書の証認に関するＩＰＣＣ全体会合や執筆者会合等に我が国

の専門家を派遣し、各種報告書の作成に貢献した。（平成１８年度：０．２億円、

平成１９年度：０．３億円、平成２０年度：０．３億円） 
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地球環境に関するアジア太平洋共同研究・観測事業：アジア太平洋地球変動研

究ネットワーク（ＡＰＮ）は、アジア太平洋地域における地球環境変化の研究

を推進し、その研究への途上国からの参加を促進し、科学者・研究者と政策決

定者との連携を強化することを主要目的とする政府間ネットワークである。Ａ

ＰＮは、気候・海洋・陸上のシステムについての長期的な地球規模での変化に

関する研究活動や、関係する物理学・化学・生物学・社会経済学のプロセスに

関する研究活動を推進し、支援している。（平成１８年度：１．２億円、平成１

９年度：１．２億円、平成２０年度：１．１億円） 

 

（２）アジア諸国との協力 

 

総務省 情報通信研究機構 

各種研究集会・セミナーの開催：アジア諸国との研究者の交流を促進し、科学技

術コミュニティを強化するため、アジア地域においてフォーラム、セミナー等

を開催した。（平成１８年度：３６９．６億円の内数、平成１９年度：３６２．

７億円の内数、平成２０年度：３５３．３億円の内数） 

 

財務省 酒類総合研究所 

醸造科学技術協力を促進・発展させるため、韓国の農村振興庁農業科学技術院

との間で、平成２１年３月に協力協定（ＭＯＵ）を締結した。 

 

文部科学省 防災科学技術研究所 

アジア防災科学技術情報基盤の形成（DRH-Asia プロジェクト）の代表機関とし

て、アジア各国の防災科学技術をウェブ上に集積し、情報共有のための基盤を

構築した。 

 

農林水産省 水産総合研究センター 

東南アジア漁業開発センター等へ職員を派遣した。また、当センターがイニシアティ

ブを取って、大型クラゲや海洋環境等に関する共通課題に取り組むため、日中韓研究

機関交流を促進し、平成１８年１２月に三カ国研究機関研究協力協定（ＭＯＵ）を締

結した。 

 

農林水産省 農業・食品産業技術総合研究機構 

動物衛生研究所の海外拠点「人獣感染症共同研究センター」をタイ国立家畜衛

生研究所に設置し、共同研究により、東南アジアにおける鳥インフルエンザに
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関して貴重な研究成果を得た。 

 

農林水産省 農業環境技術研究所 

アジア諸国との連携強化のため、平成１８年にモンスーンアジア農業環境研究

コンソーシアム（ＭＡＲＣＯ）を設立した。平成１９年に「侵略的外来生物の

実態と制御」、平成２０年に「土壌情報システム」に関する国際シンポジウムを

開催した。なお、中国科学院南京土壌研究所の研究者が、「耕地に対する温室効

果ガス放出目録の開発とその影響評価」の業績により、平成２０年度若手外国

人農林水産研究者表彰（農林水産省及びＪＩＲＣＡＳ主催）を受賞した。これ

は、長期にわたる本研究所との共同研究の成果が評価されたものである。 

 

農林水産省 国際農林水産業研究センター 

アジアにおいて、「生物資源活用」、「環境資源管理」、「地球規模の環境・食料問

題対応」の三方面から、従来以上に地域的な拡がりを有する課題については多

国間の研究体制を構築し、計２５件の問題解決型国際共同研究プロジェクトを

実施している。さらに現地での研究ネットワークの強化に取り組んでいる。   

 

農林水産省 森林総合研究所 

アジア・太平洋地域林業研究機関連合(ＡＰＡＦＲＩ)に参加し、アジア地域の

森林資源管理のための研究や技術協力を各国の研究機関と進めた。 

 

国土交通省 土木研究所 

平成１９年１２月に別府で開催されたアジア・太平洋水サミットにおける提言

に基づいて、アジア・太平洋水関連知識ハブネットワークが構築され、当研究

所水災害・リスクマネジメント国際センターが水災害防止・軽減分野で、世界

で１２のハブ機関の１つとして認定された。これを踏まえ、アジア開発銀行と

連携して、域内各国における洪水関連災害防止・軽減のためのプロジェクトを

推進することとしている。 

 

国土交通省 建築研究所 

多湿・蒸暑地域における建築環境技術の研究開発・技術援助の推進：沖縄や南

九州等の多湿・蒸暑地域に適した、省エネで健康に暮らせる住宅の設計・計画

ガイドラインを作成した。また、沖縄県の地元設計者を対象に講習会を開催し

た。（平成１８年度：--、平成１９年度：--、平成２０年度：０．４億円の内数） 

 

環境省 
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地球環境に関するアジア太平洋共同研究・観測事業：アジア太平洋地球変動研

究ネットワーク（ＡＰＮ）は、アジア太平洋地域における地球環境変化の研究

を推進し、その研究への途上国からの参加を促進し、科学者・研究者と政策決

定者との連携を強化することを主要目的とする政府間ネットワークである。Ａ

ＰＮは、気候・海洋・陸上のシステムについての長期的な地球規模での変化に

関する研究活動や、関係する物理学・化学・生物学・社会経済学のプロセスに

関する研究活動を推進し、支援している。（平成１８年度：１．２億円、平成１

９年度：１．２億円、平成２０年度：１．１億円）＜再掲＞ 

 

（３）国際活動強化のための環境整備と優れた外国人研究者受入れの促進 

 

総務省 情報通信研究機構 

海外拠点（ワシントン、パリ、バンコク）が中心となって、包括的な研究協力

協定を結び国際連携を強化するとともに、海外の情報通信技術動向を調査しホ

ームページ上で公開した。（平成１８年度：３６９．６億円の内数、平成１９年

度：３６２．７億円の内数、平成２０年度：３５３．３億円の内数） 

 

外務省 

研究者への数次有効短期滞在査証の発給：アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）

ではＡＰＥＣ・ビジネス・トラベル・カード（ＡＢＴＣ）制度を設け、短期商

用目的の真正ビジネス関係者に対して査証の免除等の措置を講じている。ＡＢ

ＴＣの研究者への交付についても、ＡＰＥＣ関連会合で提案・議論を行ってき

たところであり、今後も状況を踏まえつつ適宜対処していく。 

 

文部科学省 理化学研究所 

国際的な連携強化のため、英国、米国、シンガポール、韓国、中国の大学や研

究センター等に海外拠点・事務所を設置し、情報共有と研究交流等に関する動

向調査を行った。 

 

文部科学省 物質・材料研究機構 

国際ナノアーキテクトニクス研究拠点として体制を強化するため、Open 

Research Institute プログラム等の実施により、外国人若手研究者の招聘を促

進した。平成２０年度はテニュア・若手研究者等、合計１９９名を受け入れた。

＜再掲＞ 

 

厚生労働省 国立健康・栄養研究所 
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国際協力や産学連携を目的として「国際産学連携センター」を設置している。

またアジア栄養ネットワークの構築などアジア地区の研究機関との交流・連携

を図っている。（平成１８年度：０．１億円、平成１９年度：０．１億円、平成

２０年度：０．１億円） 

 

厚生労働省 労働安全衛生総合研究所 

平成１９年４月９日付で国際情報・労働衛生研究振興センターが「ＷＨＯ労働

衛生協力センター」として公式に指定され、現在まで欧米及びアジア諸国との

研究協力活動を積極的に推進している。また、米国国立労働安全衛生研究所（Ｎ

ＩＯＳＨ）、英国安全衛生研究所（ＨＳＬ）、韓国忠北大学等と研究協力協定を

締結している。 

 

農林水産省 水産総合研究センター 

国際機関や国際的研究活動に対応するため、平成１８年度に国際協力コーディネータ

ーを配置し、平成１８年度９件、平成１９年度７件の海外共同研究を採択した。また、

海外からの外国人受入依頼に積極的に対応し、平成１８年度１８０名、平成１９年度

１１２名の研修生・研究者を受け入れた。 

 

農林水産省 農業・食品産業技術総合研究機構 

規定改正した在外研究員制度により、若手及び中堅研究者を国際会議や海外調

査等に派遣した。また、研究協定書等による国際連携を積極的に進めた（平成

１９年度４６件）。日本学術振興会フェローシップ研究員や国連大学生等、外国

人研究者の受入れについても積極的に取り組んだ。 

 

農林水産省 農業環境技術研究所 

国際会議の開催、多数の協力協定（ＭＯＵ）に基づく国際共同研究、海外機関

からの外国人研究者招へい、外国人研究者の受け入れなど国際研究機関や研究

者との協力、連携を継続している。 

 

農林水産省 国際農林水産業研究センター 

開発途上地域の問題を的確に把握し、研究戦略を立案する機能を強化するため、

研究戦略調査室を平成１８年度に設置し、国際食料需給情報の収集やアフリカ

戦略調査の実施など、国際共同研究に関する国内外の情報の分析・整理を行っ

ている。また、開発途上地域の研究者の養成とともに、現地の厳しい環境下で

ニーズを適切に把握し、現地関係者と意思疎通を図れる我が国の若手研究者の

養成が欠かせないことから、両方向の人材育成に取り組んでいる。このため、
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外国人研究者を長期・短期招へいするとともに（平成１８年度５７名、平成１

９年度７３名、平成２０年度１０３名)、センターが推進する国際共同研究プロ

ジェクトの実施国へ、我が国のポスドク研究者等を「特別派遣研究員」として

長期派遣（平成１８年度６名、平成１９年度４名、平成２０年度７名)した 。

同様に、国際農業研究機関に短期派遣した（平成１８年度１０名、平成１９年

度１１名、平成２０年度８名)。 

 

国土交通省河川局及び土木研究所 

水関連災害に対する気候変動への対応策：世界の水災害防止・軽減に貢献する

ため、衛星雨量データの活用を念頭に置いた洪水予測システムを開発し普及活

動に着手した。また、平成１６年度より国際協力機構の枠組により継続的に実

施している「洪水ハザードマップ研修」（東、東南アジアの８ヵ国を対象に毎年

１６名を受入れ）等に加えて、国際協力機構及び政策研究大学院大学との連携

により、水災害防止・軽減に関する長期研修（１年間の修士コース）を立上げ、

平成１９年度は５カ国から１０名、平成２０年度は６カ国から８名の学生を受

け入れた。（平成１８年度：--、平成１９年度：１．０億円、平成２０年度：１．

５億円） 

 

環境省 国立環境研究所 

平成１６年度に「グローバルカーボンオフィス（ＧＣＰ）・つくば国際オフィス」

を設置し、以後、地球規模での炭素循環に関する分野横断的かつ総合的な国際

共同研究等を積極的に実施している。 

また、国際的な環境問題に対応するための研究活動の国際化、とりわけアジア

地域等において、環境研究の国際的な連携を確保することを目標として研究活

動を総合的に推進している。 
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第４章 社会・国民に支持される科学技術 

１．科学技術が及ぼす倫理的・適法的・社会的課題への責任ある取組 

 

図表 生命倫理問題に関する指針等の策定状況 

策定者 

 

指針等の名称 策定及び最終改

正時点（年月）

文部科学省 ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針 

 

H13.9.25 策定 

H19.5.23 改正 

文部科学省 特定胚の取扱いに関する指針 H13.12.5 策定 

文部科学省、 

厚生労働省 

疫学研究に関する倫理指針 H14.6.17 策定 

H19.8.16 改正 

厚生労働省 ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針 H18.7.3 策定 

厚生労働省 厚生労働省の所管する実施機関における動物

実験等の実施に関する基本指針 

H18.6.1 施行 

厚生労働省 臨床研究に関する倫理指針 H15.7.30 策定 

H20.7.31 改正 

厚生労働省 遺伝子治療臨床研究に関する指針 H14.3.27 策定 

H16.12.28 改正 

厚生労働省 

 

手術等で摘出されたヒト組織を用いた研究開

発の在り方 

H10.12.16 策定 

厚生労働省 

 

異種移植の実施に伴う公衆衛生上の感染症問

題に関する指針 

H14.7.9 策定 

H16.7.2 改正 

文部科学省 

厚生労働省 

経済産業省 

ヒトゲノム・遺伝子解析関する倫理指針 H13.3.29 策定 

H20.12.1 改正 

※ 文部科学省 科学技術政策研究所(NISTEP) 第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに

係る調査研究 PR10「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」を基に内閣府にお

いて更新 

 

２．科学技術に関する説明責任と情報発信の強化 

添付資料３参照 

 

３．科学技術に関する国民意識の醸成 

添付資料４参照 

 

４．国民の科学技術への主体的な参加の促進 
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農林水産省 

プロジェクト研究等の農林水産研究については、その成果をシンポジウム等に

より広く紹介。また、事前・期中・事後に評価を行い、その結果を公表。特に

国民の関心の大きい「遺伝子組み換え（ＧＭ）」については、科学的かつ客観的

な情報を提出するとともに、国民との双方向コミュニケーションを継続的に実

施。 
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考

慮
し
評

価
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

研
究
テ
ー
マ
に
関

連
す
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
の

開
催

及
び
海
外

で
の

情
報

収
集
等

の
た
め
の
長

期
出

張
の
い
ず
れ

か
に
つ
い
て
優

遇
的

支
援
措

置
を
実

施
す
る
。

運
輸

分
野
に
お
け
る
基
礎

的
研

究
推
進

制
度

国
土
交
通

省
（
（独

）鉄
道
建

設
・
運
輸

施
設
整

備
支

援
機
構

）

総
務

省
（
消
防

庁
）

消
防
防

災
科
学

技
術

研
究
推

進
制

度

省
庁
名

（担
当
機
関

）
制

度
名
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応
用
研
究

基
礎
研
究

ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン

ボ
ト
ム
ア
ッ
プ

開
発
研
究

（
略
称
）
N

IC
T：
独
立
行
政
法
人
情
報
通
信
研
究
機
構
、
文
科
省
：
文
部
科
学
省
、

JS
PS
：
独
立
行
政
法
人
日
本
学
術
振
興
会
、

JS
T：
独
立
行
政
法
人
科
学
技
術
振

興
機
構
、
厚
労
省
：
厚
生
労
働
省
、

N
IB

IO
：
独
立
行
政
法
人
医
薬
基
盤
研
究
所
、

N
A

R
O
：
独
立
行
政
法
人
農
業
・
食
品
産
業
技
術
総
合
研
究
機
構
、
農
水
省
：

農
林
水
産
省
、

N
ED

O
：
独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
、
Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ
：
独
立
行
政
法
人
石
油
天
然
ガ
ス
・
金
属
鉱
物
資
源
機
構
、

経
産
省
：
経
済
産
業
省

※
平
成

21
年
度
よ
り
「
循
環
型
社
会
形
成
推
進
科
学
研
究
費
補
助
金
」
に
名
称
変
更

民
間
基
盤
技
術
研
究
促
進
制
度
【
Ｎ
ＩＣ
Ｔ
】

2
0
年
度
予
算
：
4
2
億
円

戦
略
的
情
報
通
信
研
究
開
発
推
進
制
度
【
総
務
省
】

2
0
年
度
予
算
：
2
6
億
円

地
球
温
暖
化
対
策
技
術
開
発
事
業
【
環
境
省
】

2
0
年
度
予
算
：
3
7
億
円

産
業
技
術
研
究
助
成
事
業
【
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
】

2
0
年
度
予
算
：
4
8
億
円

２
１
世
紀
Ｃ
Ｏ
Ｅ
プ
ロ
グ
ラ
ム
【
文
科
省
】

2
0
年
度
予
算
：
3
9
億
円

グ
ロ
ー
バ
ル
Ｃ
Ｏ
Ｅ
プ
ロ
グ
ラ
ム
【
文
科
省
】

2
0
年
度
予
算
：
3
4
0
億
円

科
学
研
究
費
補
助
金
（
科
研
費
）

【
文
科
省
・
Ｊ
Ｓ
Ｐ
Ｓ
】

2
0
年
度
予
算
：
1
9
3
2
億
円

○
表
の
見
方

・
平
成
２
０
年
度
に
お
け
る
予
算
規
模
が
１
０
億
円
以
上
の
競
争
的
資
金
２
７
制
度
に
つ
い
て
、
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
・
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
と
基
礎
研
究
・
応
用

研
究
・
開
発
研
究
の
２
×
３
の
６
区
分
の
い
ず
れ
に
位
置
す
る
か
を
各
省
等
に
照
会
し
て
作
成
。

・
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
は
政
策
的
に
分
野
や
課
題
等
を
指
定
し
て
募
集
す
る
タ
イ
プ
を
指
す
が
、
そ
の
上
で
研
究
者
の
自
由
な
提
案
を
募
る
も
の
を
含
む
。

・
区
分
内
に
お
け
る
上
下
の
位
置
は
、
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
・
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
の
強
弱
を
示
す
も
の
で
は
な
い
。

・
基
礎
研
究
等
の
定
義
は
総
務
省
「
科
学
技
術
研
究
調
査
報
告
」
※
等
に
準
じ
る
。

・
予
算
額
は
四
捨
五
入
に
よ
り
１
億
円
単
位
で
表
示
。

～
凡
例
～

平
成
１
３
年
度
か
ら

平
成
１
５
年
度
か
ら

平
成
１
６
年
度
か
ら

平
成
１
７
年
度
か
ら

平
成
１
２
年
度
以
前
か
ら

競
争
的
研
究
資
金
制
度
と
し
て
実
施

平
成
１
９
年
度
か
ら

平
成
１
８
年
度
か
ら

平
成
１
４
年
度
か
ら

保
健
医
療
分
野
に
お
け
る
基
礎
研
究
推
進
事
業
【
Ｎ
ＩＢ
ＩＯ
】

2
0
年
度
予
算
：
7
5
億
円

平
成

20
年
度
競
争
的
資
金
制
度
マ
ッ
プ
（
予
算
規
模

10
億
円
以
上
・
27
制
度
）

内
閣
府
と
り
ま
と
め

キ
ー
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
研
究
開
発
の
推
進
【
文
科
省
】
2
0
年
度
予
算
：
1
9
3
億
円

科
学
技
術
振
興
調
整
費
【
文
科
省
】
2
0
年
度
予
算
：
3
3
8
億
円

先
端
計
測
分
析
技
術
・
機
器
開
発
事
業
【
Ｊ
Ｓ
Ｔ
】

2
0
年
度
予
算
：
5
5
億
円

重
点
地
域
研
究
開
発
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
【Ｊ
Ｓ
Ｔ
】
2
0
年
度
予
算
：
9
4
億
円

地
域
結
集
型
研
究
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
【
Ｊ
Ｓ
Ｔ
】
2
0
年
度
予
算
：
2
9
億
円

厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金
【
厚
労
省
】

20
年
度
予
算
：
40

7億
円

戦
略
的
創
造
研
究
推
進
事
業
（
社
会
技
術
研
究
開
発
事
業
（
公
募
型
）
を
含
む
）
【Ｊ
Ｓ
Ｔ
】

2
0
年
度
予
算
：
5
0
3
億
円

産
学
共
同
シ
ー
ズ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
化
事
業
【
Ｊ
Ｓ
Ｔ
】

2
0
年
度
予
算
：
2
2
億
円

独
創
的
シ
ー
ズ
展
開
事
業
【
Ｊ
Ｓ
Ｔ
】

2
0
年
度
予
算
：
8
1
億
円

平
成
２
０
年
度
か
ら

平
成
２
０
年
度
か
ら

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
合
理
化
技
術
戦
略
的
開
発
【
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
】

20
年
度
予
算
：
69
億
円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
合
理
化
技
術
戦
略
的
開
発
【
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
】

20
年
度
予
算
：
69
億
円

地
域
資
源
活
用
型
研
究
開
発
事
業
【
経
産
省
】
2
0
年
度
予
算
：
1
7
億
円

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
研
究
開
発
事
業
【
経
産
省
】

20
年
度
予
算
：
74
億
円

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
研
究
開
発
事
業
【
経
産
省
】

20
年
度
予
算
：
74
億
円

大
学
発
事
業
創
出
実
用
化
研
究
開
発
事
業
【
N
E
D
O
】
2
0
年
度
予
算
：
1
8
億
円

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
基
礎
的
研
究
推
進
事
業
【
Ｎ
Ａ
Ｒ
Ｏ
】

2
0
年
度
予
算
：
6
8
億
円

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
基
礎
的
研
究
推
進
事
業
【
Ｎ
Ａ
Ｒ
Ｏ
】

2
0
年
度
予
算
：
6
8
億
円

新
た
な
農
林
水
産
政
策
を
推
進
す
る
実
用
技
術
開
発
事
業
【
農
水
省
】

2
0
年
度
予
算
：
5
2
億
円

新
た
な
農
林
水
産
政
策
を
推
進
す
る
実
用
技
術
開
発
事
業
【
農
水
省
】

2
0
年
度
予
算
：
5
2
億
円

地
球
環
境
研
究
総
合
推
進
費
【
環
境
省
】

2
0
年
度
予
算
：
3
2
億
円

廃
棄
物
処
理
等
科
学
研
究
費
補
助
金
【
環
境
省
】
※

2
0
年
度
予
算
：
1
1
億
円

世
界
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
研
究
拠
点
（
Ｗ
Ｐ
Ｉ）
プ
ロ
グ
ラ
ム
【
文
科
省
】

20
年
度
予
算
：
71
億
円

添
付
資
料
２

原
子
力
シ
ス
テ
ム
研
究
開
発
事
業
【
文
科
省
】
2
0
年
度
予
算
：
5
9
億
円
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添
付
資
料
３
 

科
学
技
術
に
関
す
る
説
明
責
任
と
情
報
発
信
の
強
化
 

 
省

庁
名

／
法

人

名
 

総
務

省
／

情
報

通
信

研
究

機
構
 

財
務

省
／

酒
類

総
合

研
究
所
 

文
部

科
学

省
／

国
立

科
学
博
物
館
 

文
部

科
学

省
／

海
洋

研
究

開
発
機

構
 

文
部

科
学

省
／

防

災
科

学
技

術
研

究

所
 

広
報

誌
等

に
よ

る
研

究
成

果
の

公
表

 

(
発
行
頻
度
、
部

数
)
 

総
合

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、

紹
介

ビ
デ
オ
、
一
般
向

け
広

報
誌
、
専
門
化
向

け
研

究
論
文
集
 

研
究

成
果

に
係

る
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
(
年

2

回
)
 

自
然

と
科

学
の

情
報

誌
「

mi
ls
i
l
」

(
年

6

回
、
約

6
0
0
0
部
)
 

広
報

誌
「
な

つ
し

ま
」

（
毎

月
）
・
「

B
lu
e
 

E
ar
t
h」

（
隔

月
）

 

各
種

パ
ン

フ
レ

ッ

ト
、
紹
介

ビ
デ

オ
、

広
報
誌
、
研
究

報
告

書
な
ど

 

H
P
に

よ
る

研
究

成
果

の
公
表

 

(
ア

ク
セ

ス
件

数
)
 

(
H1
8
：

1.
6

億
件

、

H
19
：
2.
1
億
件
、
H2
0：

3
.
1
億
件
)
 

(
H
1
9
：
約

20
万
件
)
 

(
ト

ッ
プ

ペ
ー

ジ

H
1
9
：
1
9
5
万
件
)
 

（
H1
8：

約
97
5
万
件
、

H
19
：
約

10
00

万
件
）

研
究

報
告

書
、
ﾃ
ﾞ
ｰ
ﾀ

ﾍ
ﾞ
ｰ
ｽ等

を
掲

載
 

（
H1
9

全
体

で
約

1
,
0
45

 万
件

）
 

成
果

発
表

会
等

の
開

催
（
回

数
）
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

と
展

示
を

一
体
化
し
た
「
ス

ー
パ

ー
イ
ベ
ン
ト
」
の

実
施
(H
1
9、

H2
0
)
 

講
演
会
(
年
１
回
)
 

特
別
展
・
企
画
展
等
の

展
示
の
実
施
。
研
究
者

に
よ

る
ト

ー
ク

等
の

講
座
・
講
習
会
、
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム
の
実
施

 

夜
間

に
一

般
向

け
科

学
技

術
セ

ミ
ナ

ー
を

開
催

す
る
な

ど
、
多
様

な
手

法
を

用
い

て
成

果
の

普
及
に

努
め

た
。

成
果
発
表

会
（
年

１

回
）
、

各
種

シ
ン

ポ

ジ
ウ
ム
等

の
開

催
 

そ
の

他
 

(
簡
単
な
内
容
) 

 
一

般
見

学
者

の
受

け

入
れ
 

(
H1
9
:1
,
68
6
人
)
 

大
学
等
と
連
携
し
、
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
活

動
と

し
て

の
イ

ベ
ン

ト
の

実
施
 

 
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
の

た
め

の
提

示
物

の

整
備
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科
学
技
術
に
関
す
る
説
明
責
任
と
情
報
発
信
の
強
化
 

 
省

庁
名

／
法

人

名
 

厚
生
労
働
省
 

厚
生
労
働
省
／

国
立
医
薬
品
食

品
衛
生
研
究
所

厚
生
労
働
省
／

国
立

健
康

･
栄

養
研
究
所
 

厚
生
労

働
省

／

医
薬
基

盤
研

究

所
 

厚
生

労
働

省
／

労
働

安
全

衛
生

総
合

研
究
所

 

広
報

誌
等

に
よ

る
研

究
成

果
の

公
表

 

(
発
行
頻
度
、
部

数
)
 

「
厚

生
労

働
科

学
研
究
費
の
あ

ら
ま
し
」
 

 
 

パ
ン
フ

レ
ッ

ト
和

文
学

術
誌

「
労

働
安

全
衛

生
研

究
」

 

H
P
に

よ
る

研
究

成
果

の
公
表

 

(
ア

ク
セ

ス
件

数
)
 

厚
生
労
働
科
学

研
究
成
果
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
 

H
P

に
よ

る
職

員
･
医

薬
品

等

の
安
全
情
報
や

研
究
成
果
の
発

信
 

「
健

康
食

品
の

安
全

性
･
有

効

性
情
報
」
の
提

供
 

（
H
1
9
：
1
4
2
万

件
）
 

和
文

学
術

誌

「
労

働
安

全
衛

生
研

究
」

の
公

開
 

成
果

発
表

会
等

の
開

催
（
回
数
）

 
講

義
･
講

演
等

(
H1
8
:2
02

件
,

H
19
:
27
5
件
）

 
 

安
全

衛
生

技
術

講
演

会
（

東
京

、

大
阪

等
3

会

場
）
、
労
働

安
全

衛
生

重
点

研
究

推
進

協
議

会
シ

ン
ポ

ジ
ウ
ム

 

そ
の

他
 

(
簡
単
な
内
容
)
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科
学
技
術
に
関
す
る
説
明
責
任
と
情
報
発
信
の
強
化
 

 
省

庁
名

／
法

人

名
 

農
林

水
産
省

 
農

林
水

産
省

／
農

業
生

物

資
源
研
究
所
 

農
林

水
産

省
／

水
産

総

合
研
究
セ
ン
タ
ー

 

農
林

水
産

省
／

農

業
･
食

品
産

業
技

術

総
合
研

究
機
構
 

生

研
セ
ン
タ
ー
 

農
林

水
産

省
／

農
業

環
境

技
術
研

究
所

 

農
林

水
産

省
／

国
際

農
林

水
産

業
研

究
セ

ン
タ

ー
 

広
報

誌
等

に
よ

る
研

究
成

果
の

公
表

 

(
発
行
頻
度
、
部

数
)
 

研
究

成
果

に
係

る
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
 

 
広
報
誌
、
各
種
マ
ガ
ジ
ン

(
FR
A
NE
W
S 

年
4
回
・
各

号
5
千
部
発
行
、
お
さ
か

な
瓦
版
 
年

6
回
・
各
号

7

千
部

発
行

、
お

魚
通

信

(
M
L
）
月

1
回
・
約

1
千

箇
所
配
信
)
 

研
究
成

果
に
係
る

パ

ン
フ
レ
ッ
ト
 

農
環

研
報

告
、

農
環

研
ニ

ュ
ー

ス
、

農
環

研
年

報
 

研
究

成
果

情
報

、
ニ

ュ
ー

ス
、

J
A
R
C
（

学

術
雑

誌
）
、
帰
国
報

告

会
 

H
P
に

よ
る

研
究

成
果

の
公
表

 

(
ア

ク
セ

ス
件

数
)
 

研
究

成
果

の
掲

載
 

 
研
究
成
果
、
評
価
等
の
公

表
 

(
H1
8；

2
84
,
34
0
件
、
 

H
19
；
30

7,
7
63

件
、
 

H
20
；
32

4,
0
86

件
)
 

研
究
成
果
の
掲
載

 
上

記
刊

行
物

の
掲

載
上

記
刊

行
物

等
の

掲

載
 

成
果

発
表

会
等

の
開

催
（
回

数
）
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

等
の

成
果

発
表

会
の

開
催

 

研
究

成
果

発

表
会

（
H2
0
.1
0）

 

成
果
発
表
会
(
年
１
回
)
 

技
術

交
流

セ
ミ

ナ
ー

(
H
2
0
か
ら
実
施

6
回
)
 

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

、
セ

ミ
ナ

ー
等

 

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ

ム
、

セ
ミ
ナ

ー
等

 

そ
の

他
 

(
簡
単
な
内
容
) 

 
 

広
報

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

ー
の
配
置
、
社
会
連
携
推

進
本
部
と
の
連
携

 

 
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
活

動

の
た

め
の

専
門

職
員

の
配

置
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科
学
技
術
に
関
す
る
説
明
責
任
と
情
報
発
信
の
強
化
 

 

省
庁

名
／

法
人

名
 

農
林

水
産

省
／

森
林

総
合

研
究
所

 

国
土
交
通
省
 

国
土

交
通

省
／

土
木
研
究
所
 

国
土

交
通

省
／

鉄

道
建

設
・

運
輸

施

設
整
備
支
援
機
構

環
境

省
 

環
境

省
／

国
立

環
境

研

究
所

 

広
報

誌
等

に
よ

る
研

究
成

果
の

公
表

 

(
発
行
頻
度
、
部

数
)
 

研
究
報
告
(
1
,
3
0
0
部

／
回

、
4
回

/年
)
 

研
究

成
果

選
集

(
3,
5
00

部
、
1
回
/年

)

年
報

(
2,
5
00

部
、

1

回
/
年

)
 

研
究

に
係

る

パ
ン

フ
レ

ッ

ト
作
成
 

ウ
ェ

ブ
マ

ガ
ジ

ン
（
6
回
/
年
）、

月
報
(
1
2
回
/
年
)

広
報

誌
及

び
機

関

紙
へ
の
掲
載
 

研
究
成
果
集

年
報
、
研
究
報
告

書
（

S
R

シ
リ

ー
ズ
）、

環
境

儀
（

年

4
回
）
、
国

立
環
境

研
究

所

ニ
ュ

ー
ス
（
年

6
回
）
、

地
球

環
境

セ
ン

タ
ー

ニ

ュ
ー

ス
（
年

12
回

）
 

H
P
に

よ
る

研
究

成
果

の
公
表

 

(
ア

ク
セ

ス
件

数
)
 

上
記

刊
行
物

の
掲
載

研
究

成
果

公

表
 

成
果

報
告

書
の

公
表
、
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
提
供
等
 

(
ト

ッ
プ

ペ
ー

ジ

H
19
:約

27
万
件
、

H
20
:約

29
万
件
)

研
究
成
果
の
公
表

HP
整

備
 

オ
ン

ラ
イ

ン
マ

ガ
ジ

ン

（
「

環
境

」
、
「

り
す

く
村

M
ei

の
ひ

ろ
ば
」
）
や
上

記

刊
行

物
の
掲

載
 

成
果

発
表

会
等

の
開

催
（
回

数
）
 

公
開

講
演

会

(
H2
0
.1
0
)
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

、
セ

ミ
ナ

ー
等

 

成
果

発
表

会

の
開
催
 

講
演
会
、
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
、
セ
ミ
ナ

ー
等
の
開
催
 

(
H2
0：

26
件
) 

研
究

成
果

発
表

会

（
H2
0
.1
0
.1
0）

 

成
果

報
告
会

公
開

シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム
（
年

2
回

）
 

そ
の

他
 

(
簡
単
な
内
容
) 

広
報

担
当

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー
の

配
置

 

 
広

報
委

員
会

の

設
置
 

個
別

課
題

の
シ

ン

ポ
ジ

ウ
ム

・
公

開

実
験
等
の
実
施
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添
付
資
料
４
 

科
学
技
術
に
関
す
る
国
民
意
識
の
醸
成
 

 

省
庁

名
／

法

人
名
 

総
務
省
／
情
報
通
信
研
究
機
構
 

財
務

省
／

酒
類

総
合

研
究
所
 

一
般

公
開

等

の
イ

ベ
ン

ト

の
開
催
 

(
内
容
、
頻
度
)

科
学
技
術
ふ
れ
あ
い

d
a
y（

4
月

の
科

学
技

術
週

間
中

に
小

学
校

高
学

年
を

対
象

と
し

た
公

演
及

び
工
作
教
室
、
年

1
回
）
、
施
設

一
般
公
開
（
夏
休
み
、
年

1
回
） 

一
般
公
開
、

 

広
島
中
央
サ

イ
エ

ン

ス
パ
ー
ク
施

設
公

開

に
参
加
(H
19

.1
0、

5
3
5
人
来

所
) 

教
育

現
場

へ

の
協
力
 

(
簡

単
な

内

容
)
 

ス
ー

パ
ー

サ
イ

エ
ン

ス
ハ

イ
ス

ク
ー

ル
の

高
校

生
の

見
学

受
入

れ
、

JS
T

サ
マ

ー
サ

イ
エ

ン
ス

キ
ャ
ン
プ
の
実
施
協
力
 

大
学

生
の

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

(
3
人

)
 

中
学

生
の

職
場

体
験

学
習

(
2
人
)
 

そ
の
他
 

(
簡

単
な

内

容
)
 

常
設
展
示
室
の
公
開
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